
２－４　総合政策局  3

（１）　多様な文化、価値観等を尊重する社会の形成に向けた調査及び研究
　後藤　真弓 （２）　人権啓発に係る基本方針の策定、調整及び調査

℡　６６５８ （３）　人権文化いきづくまちづくり審議会

（４）　人権問題の啓発
　牧　有里 （５）　人権問題又は多文化共生に係る関係機関及び関係団体との連絡調整

（６）　人権擁護委員
（７）　人権啓発関係行政機関との連絡調整

　木下　広治 （９）　人権問題の解決に係る所管部局との連絡調整
　金井　照惠 （11）　公益社団法人尼崎人権啓発協会

（12）　多文化共生に係る施策の企画、調査、立案及び調整
　田ノ上　真司 （13）　多文化共生に係る啓発

（14）　国際平和
（15）　その他人権啓発
（16）　男女共同参画社会の形成に関する施策の企画、調査及び実施
（17）　男女共同参画計画
（18）　男女共同参画審議会
（19）　男女共同参画申出処理
（20）　勤労女性の福祉の増進
（21）　女性・勤労婦人センターの運営方針の樹立及び運営指導
（22）　女性・勤労婦人センター運営委員会

（４）　の一部
　氏丸　善行 （７）　の一部

℡　６６６０ （８）　地域総合センターの運営指導
（９）　の一部

　西野　佳子 （10）　地域総合センター運営審議会
　土居　淳三 （15）　の一部

  安川　春樹
℡　6482-1760

（１）
  北　明徳

℡　6482-1760 （２）　市民運動等

（３）
　木下　義則
　津田　江美 （４）　地域における災害救助その他民生

（５）　日本赤十字社
（６）　社会福祉団体等各種団体との連絡
（７）　社会福祉協議会その他の協議会
（８）

  吉田　淳史
℡　6488-5441

（９）　各地区の区域内の市民施設の管理運営及び運営指導

(10) 　各地区の区域内の地域振興連携推進会議
  仁尾　克己 (11) 　地域に関するコミュニティの情報収集

℡　6488-5441 (12)

  神﨑　宏治 (13) 　生涯学習プラザにおける事業の企画、立案及び実施
  後藤　健太郎 (14) 　生涯学習プラザの運営指導

(15) 　施設の維持管理

  来馬　重則
℡　6419-8221

  巽　賢二
℡　6419-8221

（課長補佐） 　鳥生　浩二

（事取）鳥生補佐
  阿部　和代

　中川　まゆみ
℡　７００６

  奥平　裕久
℡　７００６

  檜垣　朱美
　西山　由佳子
  西　多美保

地 域

立 花 地 域 振 興 セ ン タ ー

立 花 地 域 課

地 域

　市政に関する市民の要望、陳情等の処理及び市民相談（総合相談
窓口の運営を含む。）

地 域

小 田 地 域 振 興 セ ン タ ー

小 田 地 域 課

地 域

大 庄 地 域 振 興 セ ン タ ー

大 庄 地 域 課

　市民施設（集会のための利用に供することを主な設置目的とする
市民施設に限る。次号において同じ。）の配置及び建設に係る連絡
調整

多 文 化 共 生

中 央 地 域 振 興 セ ン タ ー

　地域における協働のまちづくり及びコミュニティ推進事業の企
画、立案及び推進中 央 地 域 課

地 域 総 合
セ ン タ ー

地 域 総 合 セ ン タ ー
担 当

男 女 参 画

啓 発

ダ イ バ ー シ テ ィ
推 進 課

　地域における学びを活かした活動の支援及び当該活動を行う団体
の育成
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資料４地域振興体制の取組状況



施策名：
施策番号： -

１　基本情報 ３　主要事業一覧 ４　市民意識調査（市民評価）

1
2
3

２　目標指標 4
5

1
2
3
4
5

1
2
3
4
5

1５　担当局評価 ６　評価結果

●満足度

展開方向 01 多様な主体が参画し連携する、地域分権型社会づくりに取り組みます。

主担当局 総合政策局

地域コミュニティ
01 01

施策名 01 地域コミュニティ
　令和2年度　主要事業名

項目内容 ●地域分権型社会に向けた取組
生涯学習プラザ等整備事業（大庄南生涯学習プラザ整備事業）

令和2年度　施策評価表（令和元年度決算評価）

第12位 / 16施策 R1年度 第12位 / 16施策H29年度 第13位 / 16施策 H30年度

●重要度

進捗率
（R1）方向 R1 R2～R4 令和元年度（平成31年度）　主要事業名H27 H28 H29 H30

B
市政に対する関心が、以前より高
まっている市民の割合 ↑ 50.0 ％ 37.6

55.5

H25 H26
指　標　名

目標値
（R4）

実績値

30.5 35.3 35.6

A
市政に関心がある市民の
割合

↑ 60.0 ％ － 51.1 54.7 91.2%
特色ある地域活動推進事業
生涯学習推進事業

38.3

51.8 53.5 49.8

17.6 19.3

71.2%
地域とともにある職員研修事業

30.0 ％ － － 24.1 19.9－

36.0 34.1

H30年度 第 9位 / 16施策 R1年度　平成30年度　主要事業名 H29年度 第 6位 / 16施策

87.4%

第 8位 / 16施策

D 生涯学習プラザ利用率 ↑ 38.0 ％ 35.4

64.3%

35.0 35.1 34.8 33.2

C
社会福祉協議会などの身近な地域
活動に参加している市民の割合 ↑

地域振興体制の再構築関係事業

E

35.1 35.0

・地域担当職員の配置から１年がたち、実
地での経験に加えファシリテーション研修や
主事会を活発に行うことで、役割に対する認
識が深まってきた。引き続き、コーディネー
ター役として、地域の信頼を得られるよう取
り組んでいく。

・地域担当職員が研修等を通じて本市の取
組や事業を幅広く把握することでコーディ
ネート機能を発揮し課題解決を実践してい
く。また、みんなの尼崎大学のようなプラット
ホーム機能についても全庁的に活かせるよ
う取り組んでいく。

・市民活動の新たな担い手とつながっていく
ため、地域担当職員のより柔軟な勤務体制
について検討していく。また、担い手との関
係性をより強めていくため、専用のスマート
フォン等を活用した情報共有を強化してい
く。

・引き続き、地域担当職員と市社協の地域
福祉活動専門員が連携することで、ボラン
ティア活動を希望する「むすぶ」登録者な
ど、市民活動の新たな担い手とつながって
いく。

・地域資源の情報を公開しエリアごとに検索
できるシステムの構築に際しては、登録する
情報の精査を行うことを通じて関係部局との
連携を強めるとともに、地域の人に情報を
公開し、活用してもらうことを通じて、地域の
人同士もつながっていくことを目指す。

・地域予算については、各地域での使途の
共有や公表を通じて、地域の声をその活用
に反映させることができる仕組みを目指す。

【地域とともにある職員づくり】
（目的）自治のまちづくりを目指す地域担当職員には、「地域を支えるスタッフとして、積極的に市民とつながり、ともに考え、行動できる」、「個
人や様々な団体が活躍できる場や仕組みづくりに取り組みながら、多様な人や活動をつなぐことができる」、「まちづくりに関する様々な情報
を収集し、地域発意の課題解決や魅力向上の取組を支援できる」といった役割が求められており、そういった職員像に近づけるよう育成を行
う。
（成果）①主に地域担当職員を対象とし、グループ学習の会である地域担当主事会を13回、ファシリテーションスキルを学ぶ研修を8回実施し
たほか、人権についての感度を高めるフィールドワークや各種団体が実施する研修への派遣などにより、延べ330人の受講があった。研修を
通して学んだことにより、地域に出る際の心構えができたり、目標が明確化したといった声があったほか、地域の会議の活性化の支援ができ
たといった事例が生まれた。
（課題）①研修を通して得た地域担当職員の気づきを引き継ぎ、積み上げていく必要がある。
①座学やグループワークを中心に得た気づきを基に、実践的な学びに展開していけるような研修を実施する必要がある。

【地域課題の解決に向けた地域との関係づくり】
（目的）地域で活動している方々との関係づくりとともに、地域においてお互いの顔の見える関係を築いていくための学びや交流の場づくりに
取り組む。そうした中で将来的に、学びと活動が循環し、地域発意の課題解決や魅力向上の取組が広がる環境づくりを目指す。
（成果）②地域担当職員が地域の様々な主体と顔の見える関係づくりを進める中で得た情報、気づきを基に、令和元年度新たに計上した地
域予算も活用して、地域との協働による防災マニュアル作りなどを企画、実施し、学びや交流の場づくり、地域活動の情報発信などを行うとと
もに、各地域振興センター間での情報共有に努めた。（目標指標A・B・C・D）
（課題）②地域予算は、顔の見える関係づくりが引き続き促進され、学びと活動の循環や、地域発意の課題解決等の取組を支えるものとし
て、そのあり方の検討が必要である。
②地域担当職員が関係者をつなげることにより、情報の共有や個別課題の解決に至った事例もあるが、関係づくりについては、今後もより一
層進めていく必要がある。
②高齢者や子ども等地域福祉に関する活動や居場所等、地域の情報について、関係者や市民と共有していく必要がある。
②全市的な課題である自治会のない地域への対応や、青少年の居場所、防災、高齢者の見守りなどについても、地域の実情に応じ、関係
部局と連携して取り組んでいく必要がある。

【生涯学習プラザの運営】
（目的）市民主体の開かれた施設として、市民が生涯にわたって教養の向上等を図ることができるように、また、相互に協力して学びを活かし
た活動をすることができるように地域を支える。
（成果）③利用基準を旧地区会館並みに緩和したこと、指定管理者制度を導入し、利用の手続きの利便性を向上させたこと、一部施設を建
替えたことなどにより、公民館由来の施設については、利用率が上昇した。（H30年度35.86％→R1年度36.49％＋0.63ポイント）（目標指標D）
④関係部局と連携し、子どもの育ち支援センターやユース交流センターとの連携により、学習支援の事業や、青少年の居場所づくり事業を実
施した。
（課題）③生涯学習プラザへの再編により、600を超える予約システムIDの新規発行があったが、全てが新しい利用者であるかの検証ができ
ておらず、より詳細な利用情報の収集が必要である。また、こうした新規利用のニーズを踏まえて、設置目的の範囲内で利用基準の緩和を
図るなど、多様でたくさんの市民の集いの場とする必要がある。
③ロビーなどの共用スペースを交流の場として活用するなど、利用者同士でプラザの活用策を考える場づくりを進め、市民主体の施設として
の展開を進める必要がある。
④みんなの尼崎大学として行う取組、関係部局が実施する取組との関係性を整理し、さらなる連携を進める必要がある。

主要事業の提案につながる項目

これまでの取組の成果と課題（目標に向けての進捗と指標への貢献度）(令和元年度実施内容を記載) 令和2年度の取組
行政が取り組んでいくこと ■地域分権型社会に向けた取組 総合戦略 ②・⑤ 【地域とともにある職員づくり】

①地域担当主事会については、メンバーの入れ替わりがある中で、前年度の気
づきの振り返りを実施し、より学びを深化させていく。
①地域のキーパーソンを通じて地域の課題の現場を知るようなより実践的な研
修を実施する。

【地域課題の解決に向けた地域との関係づくり】
②地域予算は、これまでの取組実績や地域の実情などを踏まえて検証を行い、
必要に応じて、そのあり方について見直しを行う。
②地域担当職員は引き続き、地域の方々と顔の見える関係づくりに努め、情報
を共有しながら、地域の実情や課題に応じ、その解決に向けた取組を進めてい
く。
②関係部局と連携し、地域資源の情報を公開しエリアごとに検索できるシステム
の構築や、地域の実情や課題に応じた対応に取り組んでいく。

【生涯学習プラザの運営】
③貸室利用時に提出される報告様式の工夫や、利用基準のさらなる緩和などに
より、多様でたくさんの利用者が集う場とするとともに、新しい利用者も含め、主
体的に施設に関わっていけるような場づくりを展開していく。
④みんなの尼崎大学の位置づけを整理することに合わせて、他の関係部局の
実施する取組と生涯学習プラザにおける取組とのさらなる連携に向けて取り組
む。

【新型コロナウイルス感染症に関する取組】
⑤各地域課は、新型コロナウイルス感染症にかかる寄り添い型・ワンストップ型
の総合サポートセンターのサテライトとして支援機能を発揮する。
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